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労働市場の人口動向と働き方
―看護職の中間管理者の育成と課題―
原 俊 彦
札幌市立大学デザイン学部
抄録：本稿は「看護職の中間管理者(看護師長)の育成と課題」というテーマに沿い，人口社会学・家族社
会学的な視点から，その周辺環境的・マクロ的状況を考察し，対応策を検討したものである．直近の国勢
調査結果をもとに女子労働力市場の人口変動と労働力人口の変化を分析し，今後も，かなりの規模で有配
偶非就業者が生じる構造上の問題を示した．また就業継続と結婚・出産・子育ての関係について，日本の
育児休業取得率を検討すると同時に，労働力率曲線がＭ字型から逆Ｕ字型に移行したドイツを例に，わが
国における制度の問題点を指摘した．最後に，これらの状況を踏まえ，看護領域の中間管理者(看護師長)
の育成上の課題と対応策について考察した．
主な知見は以下の通りである．⑴管理職予備軍にあたる30-39歳の女子人口は今後も急速に減少してゆ
く．⑵この年齢層は日本のＭ字型女子労働力曲線の底にあたり，2010年現在でも237.7万人が有配偶非就
業に留まっており，結婚・出産・子育てと就業の両立が課題となっている．⑶日本の育児休業制度の実効
性は依然として低いが，少子化対策としではなく就業継続対策としての潜在的有効性は高い．⑷看護領域
においても家族形成とキャリア形成の両立を可能とする職場環境・労働環境の整備，組織運営の見直しが
必要である．
キーワード：労働力人口，就業人口，育児休業，就業継続，中間管理者の育成
Demographic Changes in the Female LabourMarket andWorking Style:
Problems Concerning the Prospective Shortage ofMiddle Managers (Head Nurses)
Toshihiko Hara
SchoolofDesign,Sapporo CityUniversity
Abstract:Thisstudyfocusesonthemiddlemanagers(headnursesinthiscase)byanalysing expected
problems in Japan from population and familysociologyperspectives. First, using the population
censusofJapan(2010),wedelineatedfemaleagestructureand labourparticipationbymaritalstatus
and projected futuredevelopments in the female labourmarket. Second,applying theage-specific
labour force participation rate,we observed an M-shaped curve for theworking style of Japanese
women. Weanalysedtherelationbetweenemploymentcontinuityandtaking childcareleaveamong
themarriedwomenandcomparedthat tothecaseinGermany,wherewomen’sworking stylealready
reflects a reverseU-shaped curve. Finally,based on these analyses,we proposed solutions to this
situation. Important findings were as follows:(1)The target population aged 30-39,who are the
successors of middle managers aged 40-49, is decreasing rapidly and continuously. (2) Japanese
women aged 30-39 are reflected at thebottom of theM-shaped curve. Furthermore,2.377million
were married women who belong to non-labour force in 2010. (3) The Japanese childcare leave
system is not effective as a pro-natal policy measure, although it can potentially promote the
continued employment of married women. (4)For the prospective shortage of middle managers
(headnurses),weneedtocreateaworkenvironmentandflexibleworking stylestorealisebothfamily
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formation and career development. In addition,thecurrent nursemanagement system needs to be
reformed.
Keywords:Labour force, Working population, Childcare leave, Continued employment, Middle
managers
１．はじめに
すでに1995年をピークに減少を続けているわが国の
生産年齢人口は，団塊の世代が引退年齢を迎えたことに
より2013年３月にはついに8000万人の大台を割り込み
(7895万7764人，住民基本台帳)，今後も急速に減少して
ゆくと予想される．
このような生産年齢人口の減少は，男女の年齢別労働
力率などの構造要因を通じ，労働市場を変化させ，それ
に対応し，人々の働き方も大きく変わるものと思われる．
とりわけ，わが国の女子労働力市場は，現在までのとこ
ろ，先進国の中でも極めて特異なパターンを示しており，
少子化問題における男女のワークライフ・バランス問題
との関係からも，その動向が注目されている．
本稿では，看護経済・政策研究学会の要請に基づき，
「看護職の中間管理者(看護師長)の育成と課題」という
テーマについて，人口社会学・家族社会学的観点から，
将来，看護職の中間管理者となる対象人口をめぐる労働
市場の動向と周辺環境を分析・考察し，育成上の課題や
対応策を検討することを目的とした???．
まず，最初に，直近の国勢調査結果をもとに，女子労
働力市場の人口変動と労働力人口の変化を概観し，加齢
とともに有配偶非就業が増加する構造上の問題を取り上
げる．次に，その背景として，就業継続と結婚・出産・
子育ての関係について，わが国の育児休業取得率を検討
するとともに，労働力率曲線がＭ字型から逆Ｕ字型に移
行したドイツを例に，日本の育児休業制度の問題点を示
す．最後に，これらの周辺環境的，マクロ的な状況を踏
まえ，看護領域の中間管理者(看護師長)の育成上の課題
と対応策について考察する．
ここでの検討・考察は看護領域の中間管理者(看護師
長)を中心とするものであるが，他の職業領域，とりわけ
女子専門職においては一定の共通性を持つと考えてい
る．なお，考察の範囲は，現状の看護職の中間管理者(看
護師長)において，圧倒的多数を占める女子労働力に限定
した．
２．人口減少下の女子労働力市場
日本看護協会が2011年６月３日にとりまとめた「日本
の医療を救え～看護職の健康と安全を守ることが患者の
健康と安全を守る～」??によれば，2009年の看護職員は
89万人であり，年間4.7万人の新卒者が就職するが，総
数では2.2万人の増加に留まっており，年間10万人以上
が離職，大量採用・大量退職の悪循環が続いているとい
う．一方，考察の対象となる看護職の中間管理者(看護師
長，部下に看護師５人以上)は，2013年現在，35,572人，
平均年齢46.6歳??，年齢階級としては40-49歳あたりに
該当するものと思われる．従って，一般看護職から10年
ほどの経験年数を経て昇進してくると仮定すれば，人口
学的には管理職予備軍として女子30-39歳層の動向が問
題となる．
１)女子の労働力人口
直近の国勢調査結果??をもとに，2010年の女子の年齢
別労働力状態をみる(図１)と，最多人口は1947-50年生
まれの第一次ベビーブーム層を含む60-64歳の511万７
千人であり，年金支給開始年齢の後退にともなう65歳定
年制へのシフトを考慮しても，2013年現在，その多くは
すでに現場を離れていると思われる．
この年齢層に次いで多いのが35-39歳の483万６千人
(1971年-1975年生まれの第二次ベビーブーム層を含む)
であり，うち労働力人口は約309万人となっている．こ
の年齢層が次の10年間を経て，次世代の管理職年齢(看
護師長平均年齢46.6歳)に達することになり，2010年の
時点では管理職予備軍としてまだ十分なボリュームが
あったことがわかる．しかし，この年齢グループを最後
に予備軍は減少に転じ，５年後の2015年には，2010年の
30-34歳の412万人，うち労働力人口は約267万人，と入
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図1 労働力状態別人口 女子 2010年
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れ替わることになり，単純計算でも42万人減少すると予
想される．この予備軍の減少傾向は，すでに始まってお
り，少なくとも今後20年は続くと考えられる???．
２)労働力率・就業率
この年齢構造の変化とともにさらに問題となるのが，
Ｍ字型のカーブを描くことで知られる女子労働力率の特
異性である．2010年現在の女子労働力曲線(図２，青線)??
をみると，女子35-39歳(管理職予備軍)の労働力率は
60.4％であり，これは30-34歳の64.7％より低く，いわ
ゆるＭ字型就業の底に当たる．つまり，日本の女子労働
力率は，学卒後，25-29歳の74.2％をピークに，結婚・
出産を契機とする退職により低下し，まさに管理職予備
軍にあたる30-39歳の時期は底となり，子育て後の再就
業とともに，次のピークを迎えるのはようやく45-49歳
となっている．従って，現状のまま，この傾向が続くと
すれば，第二次ベビーブーム世代の通過とともに，管理
職予備軍にあたる年齢階級の労働力人口は掛け算的効果
で，さらに縮小するものと予想される．さらに労働力率
は完全失業者等を含むものであり，これを除いた就業率
はさらに低い値となる(図２，赤線)．これに加え，近年
は女子の非正規雇用が半数以上となる状況にあり，キャ
リア形成という観点からは，労働力の量とともに質の確
保も難しくなると考えられる．
３)配偶関係別の労働力人口
Ｍ字型労働力曲線の背景として，結婚・出産と就業継
続の両立が困難であることが指摘されている．事実，先
に示した労働力人口を配偶関係別に分解する(図３)??
と，2010年の女子30-34歳層では未婚就業109万人に対
し有配偶就業124万人，35-39歳層では，未婚就業82.7
万人に対し有配偶就業が約180万人といずれも有配偶の
方が多いが，前者では未婚非労働10.4万人に対し，105.3
万人もの有配偶非労働が，また後者では未婚非労働10.1
万人に対し，132.1万人もの有配偶非労働があり，有配偶
の非就業は未婚の10倍以上となっていることがわかる．
つまり，この結婚・出産・子育てでキャリアを中断して
いる有配偶非労働層を活性化すれば，コーホートの人口
規模縮小分は十分にカバーされうると考えられる．
４)配偶関係別の労働力率曲線
同様にＭ字型労働曲線を配偶関係別に分解してみる
(図４)??．なお，ここでは，
未婚就業率＝(未婚女子就業者÷未婚女子人口)×100
有配偶就業率＝(有配偶女子就業者÷有配偶女子人
口)×100
全体の就業率＝(女子就業者÷女子人口)×100
という形で算定している．
まず未婚就業率は，大学進学の関係で20-24歳が20％
以下に落ち込むが，15-19歳の60％から25-29歳の70％
を経て，30-34歳で86.3％まで上昇．45-49歳までは80％
をキープしており，未婚者の就業は学卒以降，(転職，失
業などは別として)基本的に継続されていることがわか
る．これに対し，有配偶就業率も15-19歳の26.0％から
25-29歳の51.8％まで上昇，さらにゆるやかに45-49歳
の70.3％まで上昇している．
図2 労働力率・就業率 女子 2010年
労働市場の人口動向と働き方
図3 配偶関係別・労働力状態別人口 女子
図4 配偶関係別・女子労働力率 2010年
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つまり，全体の就業率はＭ字カーブを描いているが，
実際には未婚から有配偶へ，家族形成を始める結婚・出
産・子育て期に，就業との両立が困難であり，そのため
に就業率が低下するだけであり，基本的に有配偶者も加
齢とともに就業することがわかる．なお，近年，全体の
就業率のＭ字カーブの谷が浅くなる傾向がみられるが，
これは結婚・出産・子育てと就業の両立が可能となった
というより，晩婚・晩産化により未婚就業期間が延びた
こと，またリーマンショック以降，経済的事情から共稼
ぎ家庭が急増し，非正規の有配偶就業が増加しているこ
とによると考えられる．
３．結婚・出産・子育て VS. 就業
先に挙げた「日本の医療を救え」(日本看護協会
2011.6)によれば，潜在看護職の離職理由／離職(潜在化)
の理由には２種類あり，①個人の状況に関する理由では，
妊娠・出産(30.0％)，結婚(28.4％)，子育て(21.1％)の
順となっている．また②職場環境に関する理由では，勤
務時間が長い・超過勤務が多い(21.9％)，夜勤の負担が
大きい(17.8％)，休暇がとれない(14.4％)などが挙げら
れている(いずれも重複回答あり)??．前者の個人として
の状況では，やはり結婚・出産・子育てが契機となって
いること，また，後者の職場環境についても，結婚・出
産・子育て中であれば，なお一層の困難が予想される職
場環境が問題となっていることがわかる．
もっとも，このような状況は看護を巡る職場だけでは
なく，日本の女子労働に共通する問題であり，わが国に
おいても主として，少子化対策の観点からではあるが，
結婚・出産・子育てと就業の両立をめざし，育児休業制
度が導入されてきた．事実，その取得率は女性ではすで
に90-80％，男性でも2.63％まで上昇したと伝えられて
いる．しかし，その実効性はどの程度あるのだろうか．
１)結婚・出産後の就業継続率
この点について，「第14回出生動向基本調査(2010年)
―結婚と出産に関する全国調査 夫婦調査の結果概要」
(国立社会保障・人口問題研究所2012)??をもとに，その
詳細を検討してみよう．まず，結婚・出産と女性の就業
継続率の関係をみると(図５)??，結婚年次が1985-89年
の60.3％から2000-2004年の 70.9％(2005-2009年は
70.5％に低下)まで，結婚後の就業継続率は高くなってお
り，基本的に近年のカップルほど，結婚と同時に就業を
断念するケースは減っていることがわかる．
しかし，次の第１子出生前後の就業継続率をみると，
1985-89年の23.5％から2000-2004年の28.2％(2005-
2009年は26.8％に低下)と，同様に近年のカップルほど
高くなっているものの，その割合は，３割以下に大きく
低下する．さらに出生順位が上がるにつれて，第二子前
後では２割前後，第三子では15％程度まで，就業継続率
は低下することがわかる．
２)就業継続率と育児休業取得率の関係
同様のデータで，就業継続者に占める育児休業利用者
の割合をみると(図６)??，こちらも近年の結婚コーホー
トほど上昇しており，第１子出産前後では，1985-89年の
23.8％から2005-2009年の63.7％，第２子出産前後では
同19.9％から55.6％，第３子出産前後でも，同20.9％か
ら34.4％へと上昇している．就業継続率同様，ここでも
子どもが多くなるほど，育児休業の利用率が低下する傾
向(特に第３子)が見られるが，いずれにせよ就業継続が
育児休業の利用により促進されていることは間違いな
い．あるいは逆に捉えれば就業継続には育児休業が必要
とも解釈できる．
３)育児休業取得率を巡る誤解
一般に育児休業取得率を巡っては，厚生労働省「雇用
均等基本調査」に基づく，男女別の育児休業取得率の，
男女格差が問題とされることが多い(図７)??．この調査
によれば，女子の育児休業取得率は1996年の49.1％か
図5 結婚年別にみた妻の就業継続率(結婚前100％とした場
合)
図6 結婚年別にみた育児休業利用率(就業継続者を100％と
した場合)
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ら順調に増加し，2008年の90.6％で頭打ちとなり，2012
年には80.6％とやや低迷しているものの，制度的にはす
でに十分，普及しているという印象を受ける．これに対
し，男子の取得率は0.12％から2011年の2.63％と，女
子の10分の１にも満たない水準に留まっており，ワーク
ライフ・バランスの観点からも，男性の育児休業取得率
をどうしたら伸ばせるかが重要な課題となっていると受
け止められている．
しかし，この育児休業取得率の算式は，分母が，その
年度中に出産した女性(男子の場合は配偶者)，分子は，
そのうち育児休業を取得した者としており，分母，分子
には，結婚や出生(妊娠)とともに退職した者は含まれな
い．従って，先に国立社会保障・人口問題研究所のデー
タで示したように，たとえば2005-2009年に結婚または
出産した女性の場合であれば，結婚前後の就業継続率
70.5％，第１子出産前後の就業継続率26.8％と，この育
児休業取得率(仮に80.6％)を仮定すれば，この年，結婚
または出産した女性のうち(70.5％×26.6％×80.6％＝)
22.4％程度が育児休業を取得したと解釈できる．女子人
口全体では，当然，結婚も出産もしない女性(未婚者)が
いるので，女子の育児休業取得率(分母，女子人口)は，
さらに低く，依然，圧倒的少数派であるといえる．一方，
この育児休業取得率には，少子化の関係で出生促進効果
のみが期待されているようだが，就業継続者に限れば育
児休業取得率が高いということは，政策的にみれば，む
しろ，就業促進効果の方が期待できることを示している
といえる．
４)育児休業制度の就業促進効果
実はドイツも，かつては日本と同じＭ字型就業カーブ
を示す国として知られていた．社会主義政権下で女子労
働力の動員が徹底された旧東ドイツでは，女子の年齢別
労働力率は早くから逆Ｕ字型であったが，旧西ドイツで
は長らく専業主婦モデルが一般的であり，日本のＭ字型
就業に対応する，「３フェーズモデル」(未婚→結婚・出
産→パートタイム就業復帰)という表現があり，確かに，
現在の日本と同じ様なＭ字型を示していた．
しかし，現在では，ほぼ逆Ｕ字型に近づいており，25-29
歳で80％を越えた後も45-49歳の80％-90％ラインまで
上昇している(図８)??．
これには，東西ドイツ再統一後，旧東ドイツ地域の逆
Ｕ字型の就業構造が加わったことや，旧西ドイツ地域で
パートタイム就業が増加したことなども影響している
が，主要な要因としては育児休業制度の定着により，出
産子育て期のキャリア中断が基本的に消滅したことが大
きいと考えられる．
それというのも，ドイツの育児休業制度は，就業継続
を権利として保障し，同一企業の同一職場への復帰を，
企業に義務付けており，違反した雇用者に対する罰則規
定もあり，基本的に権利としての育児休業を取得せず，
退職することはまず考えられないほど普及しているから
である．ただし，育児休業後の職場復帰の多くは，フル
タイムではなくパートタイム(雇用条件は同じ)である点
がまだ問題とされている．
５)育児休業制度の比較(日本とドイツ)
ドイツの育児休業制度(2007年１月施行)を日本のも
の(2010年)と比較する(表１)??と，そこには，いくつか
の重要な相違があることがわかる．
まず，ドイツでは対象者の範囲が「子を自ら自宅で監
護また養育する労働者」となっており，子どもの年齢制
限がないのに対し，日本は「１歳に満たない」という制
約がある．
また請求権の行使要件については両親のいずれか一方
また両方であるのに対し，日本の場合は雇用期間が１年
以上という制約がある．期間も子どもが３歳になるまで
最長３年(最後の１年は８歳になるまで延長可能)と自由
度が高い．これに対し日本の場合は１歳までであり，３
図7 育児休業取得率(就業継続者を100％とした場合)
図8 女子労働力率の比較：日本とドイツ2010年
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歳までは時間短縮勤務を選択できる権利が与えられてい
るだけである．形態も，取得期間中，週15から30時間
まではパート就労も可能であり，キャリア中断を緩和す
る道が与えられているが，日本の場合は全日休暇のみと
なっている．
また取得予告，終了予告についても高い柔軟性が与ら
えられるとともに，解雇・不利益の禁止や同一または同
等の職務への復帰が明確に示されている．さらに重要な
相違点は，それらの実施が労働裁判所や使用者による損
害賠償規定で担保されている点であり，監督官庁の指導，
企業名の公表など行政指導が中心をなす日本とは，実効
性が大きく異なると考えられる．さらに経済的保障も手
厚く，両親手当てとして，生後最長14か月まで従前手取
り賃金の67％を保障する(日本は休業前賃金の40％)．さ
らに，この表には記載されていないが，保育などの費用
を経費として控除する仕組みもあり，制度導入時，賃金
水準の高いキャリア層に手厚いとの批判もあったが，確
かに，この層への効果が大きかったとの報告もなされて
いる．
これら制度の細部は，別としても，基本的スタンスと
して，日本の「色々と制度的制約はありますが，それで
も取得し困難を乗り越えて子どもを産みますか？」とい
う印象に対し，「これだけ至れり尽くせりで，なお取得し
ない方がどうかしている？」という印象は否めない．た
だ，ドイツの研究者???によれば，それでもキャリア志向
の女性は，この制度を利用しないとのことで，なぜなら
同じ職場に復帰してもキャリアの中断は避けられず，結
婚子育てよりキャリア形成を選ぶという．
また制度利用者の職場復帰は同一職種だが，勤務時間
は短縮しパートタイム就業を選ぶ傾向が強いことが知ら
れている．というのもドイツでは，親による保育園・幼
稚園・学校などの送り迎えが不可欠であり，フルタイム
ではこの時間が確保できないといわれている．
いずれにせよ，現在までのところ，出生力を上げる効
果は確認されていないが，就業継続には有効であり，女
性の就業促進政策としては画期的であるといえる．
４．激変する労働市場への対応
このように人口社会学・家族社会学的な視点からみた，
看護領域の中間管理者(看護師長)を巡る周辺環境的・マ
クロ的状況には非常に厳しいものがあり，少子高齢・人
口減少社会の進展とともに，管理職予備軍としての女子
30-39歳層は今後も継続的に減少して行くことは避けら
れない状況となっている．
また，これから，この年齢層に参入してくる労働力は，
大学氷河期以降の世代であり，大学全入状況の中で高学
歴化が進行する一方，リーマンショック以降の雇用環境
の悪化と就業機会の非正規化も加わり，キャリア形成が
極めて困難な状況を迎えおり，管理職予備軍として育成
しうる人材としての歩留まりはさらに低下するものと予
想される．
さらに，これは男子にも共通する傾向であるが，家族
形成に至らない生涯未婚・無子層の増加と，逆に，結婚・
出産・子育てに向う層の増加という形で，ライフスタイ
ルの両極化が進行する傾向がみられる．また前者は，学
卒未就業や非正規就業など家族形成自体が困難なグルー
プと，逆にキャリア重視で家族形成自体を望まないグ
ループに，後者についても経済的自立が困難であるにも
係らず家族形成に至るグループと，就業と結婚・出産・
子育てを両立させ，なお，かつ高度なキャリア形成にも
成功するグループに両極化すると考えられる??．
その結果として，有能な中間管理職向きの人材は，極
めて希少化すると予想され，看護職の中間管理者はもと
より，ほとんどすべての産業・企業組織間で，その種の
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表1 育児休業制度の比較：ドイツと日本???
ドイツ 日本
制定法 両親手当及び両親時間に関する法律
(2007.1施行)
育児・介護休業法(2009.6改正，
2010.6施行)
対象者 子を自ら自宅で監護又は養育する労
働者
１歳に満たない子を養育する男女労
働者(日々雇い入れられる者を除く．
一定の範囲の期間雇用者は対象)
請求権行使の
要件
両親の一方でも双方共同しても可 雇用された期間が１年以上の男女労
働者
期間 子が３歳になるまで最長３年間．使
用者の同意を得れば，最後の１年分
を子が８歳になるまでの期間に繰延
べ可能．
子が１歳まで．父母で取得，１歳２
か月(パパクオーター制)．保育所に
入所できない等１歳半まで延長可．
３歳までの子を養育する場合，短時
間勤務制度(１日６時間)あり
形態 育児休業の期間中も，使用者の同意
を得て週15～30時間の範囲でパー
ト就労可．
全日休暇
請求予告期間 遅くとも期間開始の７週間前に文書
により使用者に要求
育児休業開始予定日の１か月前(１
歳～１歳６か月までの育児休業の場
合は２週間前)
解雇・不利益
取扱
育児休業請求以降終了まで解雇禁
止．ただし，特別の場合には，雇用
に関する管轄最上級官庁等が例外的
に解雇を許容する宣言を発すること
ができる．
育児休業の申出をし，又は育児休業
をしたことを理由とする解雇その他
不利益な取扱の禁止
復職 以前と同じ又は同等の職へ復帰でき
る．
事業主に対し休業中の待遇及び休業
後の賃金，配置，その他労働条件に
関する事項を予め定め，労働者に周
知させるための措置を講ずる努力義
務が課せられている(指針において，
育児休業後においては，原職又は原
職担当者に復帰させることが多く行
われていることに配慮すべき旨規定
されている)
担保方法 労働裁判所，使用者による損害賠償． 苦情・紛争について援助・調停，公
表制度・過料
有給・無給 両親手当を支給 規定なし
休業期間中の
社会保険の取
扱
生後最大14か月になるまで「両親手
当」を支給(従前手取賃金の67％?)．
(上限 1800ユーロ，下限 300ユー
ロ)．父母両方が入れ替わり休業した
場合は，14か月間「両親手当」を請
求できるが，片親だけが休業した場
合は，12か月間まで(単独親権を有
し，出産前に被用者として保険料を
支払っていたシングルマザーは14
か月)．最低休業期間はそれぞれ２か
月(2009年より)．祖父母にも受給権
あり．
休業中，被保険者としての資格は継
続するが，保険料は，被保険者分，
事業主負担分とも免除される．育児
休業を取得し，職場に復帰した労働
者に対し，最大雇用保険から休業取
得前の賃金月額の40％が支給され
る育児休業給付制度がある．
人材に対する獲得競争が激化すると思われる．
従って，看護領域においても，人材確保の観点から，
結婚・出産・子育てと就業の両立が可能な職場環境・労
働環境の整備を強力に進めること，また家族形成とキャ
リア形成を両立させうるように組織運営を見直すことが
必要である．
１)ライフサイクルに合わせた就業・雇用形態の開発
基本的には，ライフサイクルに合わせた就業・雇用形
態が開発されねばならないだろう．
たとえば，大学など教育機関に在籍中であっても，有
給のインターシップ制度や専門のキャリア形成に直結す
るようなアルバイトの機会が用意されるべきであるし，
一つの大学や病院に拘束されることなく，第三者機関へ
の登録がなされ，そこに就業経験がデータとして記録さ
れ，データベースにプールされることで，大学での勉学
や研修，進学・就職の際にも活用されることが望ましい．
また，この在学中のキャリア記録システムが，さらに
初職においても活用され，第三者機関を通じ，勤務地，
職種，研修の選択などに，柔軟な可能性が開かれること
が期待される．とりわけ，初職におけるミスマッチやキャ
リアプランの変更に対し，事前に有効に対処することで，
一般看護職としてのスタート段階での離職を防ぐ効果が
期待できる．
さらに，このシステムに蓄積された職務経験，技量発
達などをもとに，家族形成期の就業においても，勤務先
の変更も含め，勤務時間，勤務地，職種などの，柔軟な
勤務条件の調整・実現が可能となる．同様に育休後の職
場復帰時の就業条件についても計画的かつ柔軟な対応が
保障される必要がある．
このような第三者機関が運営するデータベースを通
じ，就業経験の管理，就業機会の斡旋を行いながら，必
要される中間管理職を育成し，彼らのキャリアプランを
実現するとともに，看護領域全体の最適な人材配置を実
現することが望ましい．またこのデータベースが早期退
職者や予備役，引退後のベテラン看護師も網羅するもの
となれば，彼らにも再就業教育や再就業機会の斡旋を行
うことができる．また現役への完全復帰ではなくとも，
臨時的なバックアップ要員として，あるいは後進の教育
指導など，様々な場面で効果を発揮するだろう．
当然のことながら，このようなキャリア管理，就業斡
旋を実現するには，個々のケースに合わせた柔軟な雇用
形態，雇用契約が用意されねばならないだろう．
２)人材育成方法の見直し
人材育成についても，上記のような登録制とし，個々
の教育機関，就業機関を越えて，そのキャリア達成度を
継続的かつ累積的に評価・管理することが求められる．
このため，電子ネットワークによる達成度データ(勤務時
間，仕事の内容，研修時間など)のリアルタイムでの収
集・蓄積が行われ，個人個人のキャリア状況や希望，ラ
イフサイクル上の都合などに合わせ，OJT(オン・ザ・
ジョブトレーニング，On-the-Job Training)を中心に研
修等を適宜，業務に組み込むことが望ましい．また子育
て期間における職能・職種・就業条件などを明確化する
とともに，何をどうようにすれば，どうなれるかをキャ
リアプラン・キャリアパスとして明確に定義し提示する
ことにより，就業者の希望に合わせた勤務条件・キャリ
アパスの設定・変更を可能にする．
３)看護運営組織の見直し
このようなシステムの実現は，一般に個々の病院に付
属する形で運営されている，現在の看護運営組織を見直
すことにつながるが，その際，看護組織そのもの以上に，
医療機関全体の運営形態の進化が求められると思う．
たとえば，すでにアメリカなどで急速に進行している
医療機関のネットワーク化(フランチャイズ方式・財団方
式・指定管理者方式・コミュニティ型など)が考えられる．
医療機関がネットワーク化することにより，人材派遣会
社的な人事管理が可能となり，就業者の登録プール制，
出来高制，各種専門職，各種アウトソースの利用が一般
化する．
このような運営形態では，個々の医療機関を越えた，
組み合わせ勤務，シフト勤務，チーム派遣などが可能と
なるが，それを支えるには，ルーティンワークの共通・
電子マニュアル化あるいは自動化が必要となる．この場
合，派遣チームのリーダー(たとえば看護師長)も期間契
約が可能となり，さらに上位のスーパーバイザーが広域
ネットワークをコントロールすることで，必要に応じ機
動的にチーム編成を行い，適宜，投入する形となると思
われる．
５．おわりに
本稿では，看護経済・政策研究学会の要請に基づき「看
護職の中間管理者(看護師長)の育成と課題」というテー
マに沿い，人口社会学・家族社会学的視点から，その周
辺環境的・マクロ的状況について考察し，その課題と対
応策を検討した．
基本的には，看護領域に限らず，少子高齢化の進行が
わが国の女子労働力市場に与える影響や，その構造的な
問題点である，有配偶女子の就業継続の困難さ，その解
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消に役立ちうるはずの育児休業制度の実効性について言
及した．しかし，看護領域において，現在，有配偶女子
の就業継続がどの程度進んでいるか，あるいは育児休業
制度がどの程度，活用され(研究会では一般企業より遥か
に取得率が高いと聞いた)，それが就業継続やキャリア形
成に活かされているかなどについての検証は行っていな
い．この点については，看護領域の専門家による，今後
の本格的な分析を期待するところである．
また研究者自身としては，人口社会学・家族社会学的
観点から，国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推
計などを活用し，日本の女子労働力人口の将来動向や構
造変化をより定量的に推計，記述すること，また，この
種のマクロレベルの動向が，看護領域などの特定分野の
就業構造やキャリア形成に与える影響を検証し，把握す
ることを今後の課題としたい．
注
注１)本稿は，看護経済・政策研究学会(札幌社会保険総合病
院，2012年11月３日)で行った講演「女性の労働市場と
働き方：その現状と課題」の内容を論文化したものであ
り，報告と内容が重複する点については予めご了解頂き
たい．
注２)1993年を最後に18歳人口が減少期に入り，大学冬の時
代が始まったこと，2013年現在も，その減少は続いてお
り，そのことから見ても，少なくともあと20年は続くと
考えて良い．
注３)ドイツ，日本とも，比較年次は元資料による．このため，
2013年現在，一部，改正されている可能性はあるが，両
国の制度の違いをみるという点では本質的に支障はな
い．なお，表中のアンダーラインは筆者による．また内
容は元資料からの抜粋．
注４)2007年３月ビスバーデン訪問時に，ユルゲン・ドルブ
リッツ博士(現ドイツ連邦人口学研究所・研究部長)に，
ドイツの家族政策の新展開の影響について尋ねた時に
聴取した．同様の見解は，2009年６月のドイツ日本研究
所主催の国際シンポジウム「人口激減：グローバルおよ
び地域的なチャレンジ」(東京)でのドイツ人研究者の発
言でも耳にした．従って，論文等に記述があるかどうか
は確認できないが，ドイツ人研究者の間では一般的な見
解であるといえる．
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